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◇ 論点マップ（奈良県の税制に係る課題・検討事項の整理） 奈良県総務部税務課

・大阪のベッドタウンとして、昭和50年代後半
まで社会増が高い水準で推移し、人口が大
幅に増加

・今後、全国よりも急速に高齢化が進行する見
込み

・県外就業率は、約３０％で全国一高い。
・県外消費率は、約１６％で全国最上位

・歳入の約４割を地方交付税に依存し、県税収入
は、３割未満

・個人県民税は、税収の４割強を占めるが、近年
は低下傾向 （一人当たり税収は、全国第８位）

・法人２税は、税収の２割未満で、自動車税よりも
少ない。 （一人当たり税収は、全国最下位）

・一世帯当たり消費支出は全国３位であるにもか
かわらず、清算後の一人当たり地方消費税額は
全国最下位

１ 地方法人課税関係
地方法人特別税・譲与税制度

２ 地方消費税関係
清算基準（現行分、税率引上げ分）

県勢の状況 県税の状況

税源の偏在（格差）是正

１ 課税自主権の活用
（１）産業廃棄物税（法定外税）

※２５年度中に検討

（２）森林環境税（法定外税、超過課税方式）
（３）法人県民税法人税割税率の特例 等

２ 減免・課税免除制度の見直し
自動車税・自動車取得税の身体障害者等

に係る減免

本県の自主的な税制

本県税制度のあり方を検討今回、御審議賜りたく考えております。
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○税収の推移

県土の保全、自然環境の保全、水源のかん養等すべての県民が享受している森林の公益的機能の重要性に鑑み、平成１８年
度より導入（期限５年、１８年度～２２年度）、平成２３年度に５年延長（２３年度～２７年度）

会計を区分し使途を明確化するため、税収は「奈良県森林環境保全基金」に積み立て、森林環境の保全と森林をすべての県民
で守り育てる意識の醸成に関する事業経費に充当

・ 課税方法・・・・「県民税均等割」に上乗せする方法

・ 税 率・・・・ 個人：年額５００円

法人：森林環境税課税前の均等割額の５％相当額

課税の仕組み

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

森林環境税税収額 257 359 362 357 363 359 359 361 363 356

（単位：百万円）

○奈良県森林環境税の概要

○県民アンケート実施結果（平成２７年４月実施）

・森林環境税に関し、県民の幅広い意見を聴取するためアンケートを実施

・対象者・・・個人２，５５０人、法人４５０社への抽出アンケート

１ 本県の自主的な税制について 森林環境税の見直し
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○森林環境税の使途について

27予算額
(千円)

（割合(％)）

312,398

(67.5%)

29,200

(6.3%)

45,940

(9.9%)

40,900

(8.8%)

34,711

(7.5%)

④
森林とのふれ

あいの推進

未利用森林に眺望エリアや活用エ

リアを整備して地域活性化を図る

奈良県景観計画に基づく景観創造

事業に位置づけられた森林区域20

箇所について整備を実施

当初の目的を果たした（20箇所の整備を実施済）

⑤
森林生態系の

保全

森林生態系に重大な被害を及ぼす

ニホンジカ対策やツキノワグマの保

護管理、ナラ枯れ対策等

過去三年（H23～25）のニホンジカ

捕獲数及び被害区域面積（捕獲数

→被害面積）

H23：4,722頭　→　3,724ha

H24：6,423頭　→　3,399ha

H25：6,927頭　→　3,680ha

・ニホンジカについては、一定の効果を上げている

が被害が下げ止まり状態にあり、今後もニホンジカ

対策は必要

・紀伊半島のツキノワグマは、依然レッドデータブッ

クにおいて絶滅危惧地域個体群の位置づけにあ

り、保護管理が必要

・ナラ枯れ被害面積は、H24：13.7ha

  →H26：21.1ha と拡大傾向

②
里山づくりの推

進

１）NPOやボランティアによる放置里

山林・竹林の整備

２）集落周辺の森林に獣害防止を

目的とした緩衝帯整備

１）85haを整備

２）44haを整備（H23～）

１）依然、放置里山林や竹林は多く、これら里山林

等について健全な里山は維持するためには必要

２）集落における獣害被害は依然厳しい状況

③
森林環境教育

の推進

１)森林環境教育の指導者養成

２）森林の大切さを体験学習するイ

ベントの開催

３）生徒・児童に木への親しみを

持ってもらう木育の普及

１)約300人養成

２）養成した指導者による

  　イベント参加者　約2,500人

　　県実施イベントによる参加者

　　　　　　　　  約24,000人

  森林の公益的機能についての認識を深め、県民

全てが森林を守り育てるという意識の醸成と、放置

森林への取組の理解を進め、それにより森林の保

全をより進めることから、森林環境教育推進は今後

とも重要

取組 主な事業内容
第2期までの取組結果（主なもの）

（H18～H27：H27は見込み）
今後の課題、重要性等

①
施業放置林の

整備
放置人工林における強度間伐 8,270haを整備

いまだに未整備放置森林が約9,000ha残存してお

り、間伐等による整備が必要

１ 本県の自主的な税制について

森林環境税の見直し
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森林環境税の見直し



【据え置き】
○ 課税期間については、使途事業の進捗状況及びその成果を見極める必要があるので、現行

と同じ5 年程度とすべきではないか。

【据え置き】
○ 個人的には倍にしてほしい。皆に問題提起してほしいとは思うが、現実的ではないだろうから、

500円ぐらいがちょうどいいのかなと思う。
○ 施業放置林対策のために財源が必要としても、いま500円を上げるのは拙速かも。新税という

のも問題提起のひとつかもしれない。

○ 当事者意識を持ってもらうために、なぜ森林環境税を負担するのかということを意識してもらう
ために上げるというやり方もあるが、総合的に考えれば、500円が妥当と考える。

○ 税額は年額 500 円と他の県と比べて大きくなく、アンケート調査で払ってもいいと思う金額
(679円)よりも小さい。当面は年額 500 円で継続することが妥当ではないか。

【増額】
○ 5年間継続する場合、少し税収が少ないので、税率は少し上げて700円くらいでもいいのでは

ないか。
○ アンケート結果が比較的肯定的な意見が多いことから、増額してもよいのではないか。
○ アンケート結果では600～700円でもよいということからも、上げてもよいのではないか（1,000

円程度）。
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（３）自動車税身体障害者等減免

前回の調査会での各委員からのご意見（森林環境税）

１ 本県の自主的な税制について 森林環境税の見直し

税率

課税期間



【見直し】
○ 公益的機能とは一体なにかということをきっちり把握できると一番いい。そのアウトカムをどの

ように把握して森林環境税として使途事業の有効性を示していくことが必要。
○ 森林とのふれあいの推進事業は使途事業から外すことについては賛成。
○ 本来の目的かつ支持の多いもの（放置林の整備）に重点化していくというのが第一
○ 他の県と比べて、奈良県はハード事業の割合が高く、税収の7 割が放置 森林への取り組み

（ハード事業）に充てられている。今後ハード事業をより重点化するという方針も示されている。こ
れには賛同できる。

○ アンケート調査からも放置林整備の必要性を認識する県民が多いことがうかがわれるため、放
置林の整備という目的達成に向けて効率的に予算が使われるのであれば、森林環境税に対する
県民の支持が得られるのではないかと思われる。

○ 放置林以外の部分を縮小するというのは基本的に賛成（全額施業放置林対策でもよい。）。これ
は、緊急に早めに処置した方がよいのでは。

○ （この10年間で）いろいろな事業が行われ、継続すべき事業について明確になってきている。

○ 「森林とのふれあいの推進事業」については、地域活性化を図っていくという観点からも、あった
ほうがいいかなと思っている。

○ 施業放置林事業は、森林環境税でないとできないものではない。

○ 県民にも参加していただいて、森林の重要性を認識してもらうことが非常に大事。森林環境税を
投入してこんなにうまくいったというモデルケースをはっきりしていかないと、県民に延長するとい
う説明が厳しい。そういう意味では、ソフト事業は継続していく方が県民の理解を得られるのでは
ないか。
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（３）自動車税身体障害者等減免１ 本県の自主的な税制について 森林環境税の見直し

使途事業

前回の調査会での各委員からのご意見（森林環境税）



○ 眠っているストックを有効利用するのは大賛成。

○ 施業放置林の解消に向けた取り組みとして重課を含めた提案しているが、このように税制と合
わせてどういう取り組みをしていくかというのかが問われる。

○ 森林環境税は、森林の荒廃を背景として10年ほど前から一部の県で導入が進められ、現在30
県以上で導入されている。森林の多い奈良県が、放置林の整備のために独自課税を設ける意義
はある。

○ 山間部の人たちと都会（例：奈良市内）の住民の負担の税金の問題とも言え、その温度差をどう
埋めるかという観点で考える必要がある。

○ 放置林の所有は民間なので、ちゃんと手入れするのが責任なのでと言えないものか。そこがあ
れば、放置林の手入れを公的にやれば、その分は請求しますよと言えればよいのだが。

○ 地方だと、重課した上で公共事業をやるといったポリシーミックスみたいなことが可能。地域での
税制ポリシーミックスに使うピースは何かないか。

6

（３）自動車税身体障害者等減免１ 本県の自主的な税制について 森林環境税の見直し

その他

前回の調査会での各委員からのご意見（森林環境税）
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（３）自動車税身体障害者等減免１ 本県の自主的な税制について 森林環境税の見直し



○法人県民税特例制度の概要

＜制度の趣旨＞
社会福祉の増進又は医療の向上を図る施設の整備等に要する経費の財源に充てるため、法人県民税（法人税割）につい
て昭和５１年から条例による特例制度の適用を実施し、社会福祉施設整備基金に積み立てて活用

＜制度の経緯＞

⇒ 本年度末で条例の適用期限が到来するため、次年度以降の特例制度の適用について検討。

１ 本県の自主的な税制について 法人県民税特例制度の見直し
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○使途事業について

中央こども家庭相談センター

○事業費と税収の推移

H23 H24 H25 H26 H27 合計

事業費総額 3,496 2,905 2,846 2,637 2,628 14,512

税収 360 350 322 372 353 1,757

（単位：百万円）

（百万円）

１ 本県の自主的な税制について 法人県民税特例制度の見直し
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【５年または中間見直し】
○ 課税期間５年だと中間になる３年目に使途や税率の見直しをするという案もあるのでは。

また、基金にしなくても、普通会計に入れて使った方がよいのでは。

○ 課税期間については、あまりに長期にわたると目的のはっきりしない超過課税がダラダラと続く
ことになるので、現行の５年程度がよいのではないか。

【据え置き】
○ 超過税率については、奈良県が突出して高いわけではないので適切。

適用条件は、他の道府県と似ており、違和感はない。
資本金等が1億円または法人税額1000 万円超という基準は、中小企業を課税対象から外してい
るため、その分課税ベースが狭くなっているものの、担税力の高い大企業（資本金10億円以上）
を狙い撃ちしているとまでは言えない。

○ 今後も、今の制度でまた少し様子を見ましょうというのも一案。横並びの中で、何か一番最初に
変えることを目指すのか、いうところ。

○ 税率を上げても効果は少ないと思うので、現行と同じ水準、条件で継続していくのでよい。

【減額】
○ 適用条件について、広く薄く課税するということの方が良いのでは。法人税額の条件を、例えば

１千万円の条件に引き下げて税収税率を小さくするというようなプランもあるのでは。
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（３）自動車税身体障害者等減免

前回の調査会での各委員からのご意見（法人県民税特例制度）

１ 本県の自主的な税制について 法人県民税特例制度の見直し

税率

課税期間



○ 使途事業で目的が社会福祉のためと示されているが、そういう目的で捉えているのかというと
ちょっと疑問。社会福祉の増進や医療の向上を図る施設整備というのが、奈良県の法人にとって
どんな受益をもたらしているのかということを真剣に考えないといけない。

○ 制度的に古い。昔は企業が住民のセーフティネットになっており、「○○地」にある企業が地域に
対して何らかの貢献をするというのが当たり前という企業中心の時代の産物。奈良県が医療、福
祉について充実を図っていくということであれば、むしろ奈良県民たちに広く負担を求めるべき。だ
から、均等割を上げろとは言わないが、奈良県民に広く負担を求めていくというのが筋だと思う。

法人が法人形態をとることによって何らかのメリットを享受して、そこに担税カを見出して超過課税
を行うのであれば、法人が享受するメリットを発生させるものに対して税収を使うのが筋。

例えば、法人が地域の優秀な人材を雇用してメリットを得ているのなら教育事業に、法人が地域
の豊富な女性労働力に依存しているのなら育児事業に、法人が整備されたインフラにその活動が
支えられているのなら都市整備事業に、それぞれ税収を用いるなど。

現在奈良県で行われているように、税収を社会福祉施設及び医療施設といった個人向け施設整
備のために用いるのであれば、その便益を直接受けない法人に対して超過課税を行うことの合理
的な説明が必要になるのではないか。

○ 社会保障の増進というのは、高度成長期の企業イメージが強いかなと思う。

企業に対して直接的にメリットがあるとか目的に合わせた内容に用途も考えていく必要があるので
は。

○ 使途に関して、法人に近いということで頭によぎるのは保育。保育は県よりも市町村がやってる
ことが多いが、県がやることもあるのでは。

○ 法人が多少手を取られるのは保育かな、あとそれも含めた修学前教育。修学前教育に特化して、
この税収は、こういう勤め人のお子様の環境整備に使うという考えもある。 11

（３）自動車税身体障害者等減免１ 本県の自主的な税制について

使途事業

前回の調査会での各委員からのご意見（法人県民税特例制度）

法人県民税特例制度の見直し



○ 地方の法人課税は良いシステムでないと思っている。一度ゼロにするというのもあるが、いきな
りはできないだろう。であれば、消費税との税源交換を提案提言をして、それが実現されたらゼロ
にするというのも一つの案かと思う。
他の県レベルで少し様子を見ながらでよい。

○ 森林環境税も含め、途中での見直しも盛り込んだ形の答申としていきたい。
○ 超過課税が各県に導入された約40年前には、横並びで入れたかという印象があり、逆に横並

びでないと離脱も難しいし、税率を変えるのも困難だという印象がある。
○ 基金化しているのは、税収をいただくということを明示するためのもの。
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（３）自動車税身体障害者等減免１ 本県の自主的な税制について

その他

前回の調査会での各委員からのご意見（法人県民税特例制度）

法人県民税特例制度の見直し
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（３）自動車税身体障害者等減免１ 本県の自主的な税制について 法人県民税特例制度の見直し
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今月(11月19日、20日)も、7月に引き続き要望書を作成し、総務省へ要望活動を実施予定。

２ 政府要望について
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２ 政府要望について
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２ 政府要望について
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２ 政府要望について
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２ 政府要望について
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２ 政府要望について
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（３）自動車税身体障害者等減免３ 今後の調査会活動について

○ 平成25年３月の税制調査会の活動開始後、本県の自主的な税制に関し、産業廃棄物税の見直し（平成25年度）、
森林環境税及び法人県民税法人税割の特例制度の見直し（平成27年度）について、それぞれ当税制調査会から答
申をいただいたところ。

○ これらの税制度は５年に一度の見直すこととしており、それぞれ最終年度に当調査会でご議論いただき、見直しを
すすめてきたところであるが、これらは、法定外税あるいは超過課税として税金を徴収していることから、今後はさら
に詳細な分析や評価を行い、その妥当性や有効性を説明することが必要。

○ 今回の答申の中でも、「税率や使途事業については、課税期間途中であっても妥当性や有効性を評価し、その上
で見直し等ができるような仕組みの検討」が必要と盛り込まれたところ。

自主的な税制にかかる調査・研究

現状と課題

本県にふさわしい税制についての議論を深めるために、奈良県税制調査会の各委員により、法定外税や森林環境
税等を導入している他の都道府県に対し調査を実施していただくとともに、現状の課題を洗い出し今後の方針等に向
けた分析を行っていただく。その中で見直し規定についてもご検討いただく。

また、奈良県税制調査会等で各界への発信を行うことにより、ひいては奈良県税収入アップにつなげていく。

調査研究（案）

【テーマ（案１）】
超過課税（法定外税）に関する調査と分析

現在、多くの自治体で超過課税が実施されているほか、法定外
税の導入も拡大した。ただし現状は、法人を対象にしたものが多く
、使途については、共通するケースが多く見られる。

行政サービスと密接に関連するはずの超過課税や法定外税をど
のように住民と向き合いつつ再構築するかを検討する。

○超過課税の現状（目的、税率）
○超過課税の課題・問題点
○超過課税の今後のあり方 等

【テーマ（案２）】

森林、農地の保全と活用

○税制による対応

○規制による対応

○支出による対応

※ 当案については、議論が税制の範囲を越えることが予想さ

れるため、他部局間との連携が必要。
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４ 今後のスケジュール

税制の偏在（格差）是正 地方創生のための税制 本県の自主的な税制

　地方法人課税、地方消費税について、国
への要望内容を検討

　・地方創生税制の検討
　・リニア中央新幹線促進税制検討
　・地域産業のための研究開発税制検討

　・法人県民税超過課税の見直し
　・森林環境税の見直し

国の動向等
　法人減税及び消費税引上げの議論とともに、
政府税制調査会、与党税制調査会等で議論。

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

時期

９／１７ 税制調査会

１１／１９，２０ 政府要望

１１／１７ 税制調査会

９月議会

６／１８ 税制調査会

６月議会

論点整理

ご意見を踏まえて
論点整理・データ整理

７／１６，１７ 政府要望

１２月議会

２月議会

１２月中旬 Ｈ２８与党税制改正大綱発表

税制調査会

委員改選

議会報告（総務警察委員会）

条例改正案議会提出

論点整理

■答申を踏まえた、条例改正案の策定

■諮問に基づく税制調査会の調査対応

税制調査会から答申

ご意見を踏まえて論点整理・データ整理

アンケート結果の整理、まとめ

↓

税制調査会への諮問内容を検討

論点整理

ご意見を踏まえて
論点整理・データ整理

県税条例の改正

■前回の見直し状況の整理
・税収動向
・課税方式
・使途事業

■全国状況調査

■アンケート準備

県から税制調査会へ諮問


